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諮問日：平成２９年７月６日（平成２９年度（情）諮問第１１号） 

答申日：平成２９年１２月２２日（平成２９年度（情）答申第１７号） 

件 名：福岡地方裁判所の内線一覧表等の一部開示の判断に関する件 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

 「地方裁判所の民事及び刑事についての『主席書記官』及び『次席書記官』

の氏名及びその居室について記された書類（名称不明）」の開示の申出に対し，

福岡地方裁判所長が，別紙記載の各文書（以下，別紙の番号を用いて「文書１」

などといい，これらを併せて「本件各対象文書」という。）を対象文書として

特定し，そのうち文書１及び２の一部を不開示とし，文書３の全部を不開示と

した判断（以下「原判断」という。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

 本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

福岡地方裁判所長が平成２９年３月２４日付けで原判断を行ったところ，取扱

要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定める

諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

１ 文書１及び２に記載されている内線番号等について，内線番号は公務員の職

務に関するものであるし，裁判所の電話番号等は個人情報ではないから，行政

機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）５条１号及び

６号に規定する不開示情報に相当しない。 

２ 文書３について，法５条６号を理由として全部不開示としたことは，不適切

である。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

１ 文書１及び２のうち内線番号及び勤務形態等の表示については，法５条１号
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に規定する個人識別情報に相当する。 

また，文書１及び２のうち内線番号，電話番号及びＦＡＸ番号については，

これらの情報が公になると，職務に関係のない問合せやＦＡＸ送信によって職

務に必要な連絡に支障が生じるなど，裁判所職員の事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるため，同条６号に規定する不開示情報に相当する。 

さらに，文書２について上記のほかに不開示とした部分は，一般の来庁者の

出入りが想定されておらず，セキュリティの確保が要請される場所であるから，

公にすることにより，警備事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，同

号に規定する不開示情報に相当する。 

２ 文書３には，民事首席書記官等の執務室に関する情報が記載されているとこ

ろ，これらの執務室は，一般の来庁者の出入りが想定されておらず，セキュリ

ティの確保が要請される場所であるから，当該記載部分は，法５条６号に規定

する不開示情報に相当する。 

また，本件の開示申出の内容からすれば，民事首席書記官等の執務室部分を

不開示とした上で，文書３を開示する場合には，不開示部分が民事首席書記官

等の執務室であることが明らかになるから，文書３については，全部不開示と

すべきである。 

第５ 調査審議の経過 

 当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

① 平成２９年７月６日   諮問の受理 

② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

③ 同年１０月２０日    本件各対象文書の見分及び審議 

④ 同年１２月１日     審議 

第６ 委員会の判断の理由 

１ まず，文書１を見分した結果によれば，文書１のうち原判断において不開示

とされた部分には，職員の内線番号及び勤務形態等のほか，裁判所の電話番号
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及びＦＡＸ番号が記載されていることが認められる。 

そこで検討すると，職員の内線番号及び勤務形態等の記載部分については，

法５条１号に規定する個人識別情報に相当すると認められる。そして，同号イ

からハまでに相当する事情は認められず，氏名が部分開示されているから，部

分開示をすることもできない。 

また，職員の内線番号並びに裁判所の電話番号及びＦＡＸ番号については，

これらの情報が公になると，職務に関係のない問合せやＦＡＸ送信によって職

務に必要な連絡に支障が生じるなど，裁判所職員の事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるという最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不合理とは

いえず，同条６号に規定する不開示情報に相当すると認められる。 

したがって，文書１のうち原判断において不開示とされた部分は，法５条１

号及び６号に規定する不開示情報に相当する。 

２ 次に，文書２を見分した結果によれば，文書２のうち原判断において不開示

とされた部分には，職員の内線番号並びに裁判所の電話番号及びＦＡＸ番号の

ほか，特定の場所に関する記載があり，当該場所は，一般の来庁者の出入りが

想定されておらず，セキュリティの確保が要請されているものと認められる。 

そこで検討すると，職員の内線番号並びに裁判所の電話番号及びＦＡＸ番号

については，文書１と同様に法５条１号及び６号に規定する不開示情報に相当

すると認められる。また，そのほかの不開示部分については，その記載内容か

らすれば，公にすることにより，警備事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるという最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不合理とはいえず，同条

６号に規定する不開示情報に相当すると認められる。 

したがって，文書２のうち原判断において不開示とされた部分は，法５条１

号及び６号に規定する不開示情報に相当する。 

３ また，文書３を見分した結果によれば，文書３には，民事首席書記官等の執

務室に関する情報が記載されていることが認められる。これらの執務室は，一
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般人の出入りが想定されておらず，セキュリティの確保が要請される場所であ

るから，公にすることにより，警備事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるという最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不合理とはいえず，法５条

６号に規定する不開示情報に相当すると認められる。 

そして，本件の開示申出の内容からすれば，民事首席書記官等の執務室部分

を不開示とした上で，文書３を開示する場合には，不開示部分が民事首席書記

官等の執務室であることが明らかになるから，文書３は，全部不開示とすべき

ものである。 

４ 以上のとおりであるから，原判断については，本件各対象文書のうち不開示

とした部分が法５条１号及び６号に規定する不開示情報に相当すると認められ

るから，妥当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 

 

              委 員 長    髙  橋     滋 

 

              委   員    久  保     潔 

 

              委   員    門  口  正  人 
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別紙 

１ 福岡地方・簡易裁判所内線一覧表（平成２９年１月３１日現在） 

２ 刑事部職員配置図（新館２階）（平成２９年１月２６日現在） 

３ 民事首席書記官，民事次席書記官及び刑事首席書記官の配置図 


